
貿易業務のデジタル化・効率化の現状

【30年以上変わらない貿易業務】
貿易事業者（荷主や通関業者など）
が行う非効率な貿易業務は30年以上
変わっておらず、社会課題化している

【日本政府による貿易DX推進】
日本政府も貿易関連プラットフォームを開
発・提供するなど、貿易業務の非効率と
いう社会課題解決に向け、取り組みを進
めている

【なかなか進まないデジタル化】
経産省は、令和10年までに貿易関連プ
ラットフォームを通じてデジタル化される貿
易取引の割合を10％とする目標を掲げ
ているが、現状0.1％にも満たない状況
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プラットフォームとの連携業務アプリ構築
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情報連携のデジタル化

プラットフォームでは解決できない業務
領域を、ノーコードツール上でアプリ化
（短期間でアプリ化するためのテンプ
レートを多数所有）

多くの貿易事業者の業務効率化を
支援した実績を踏まえ、現状業務の
整理、課題抽出、将来の業務プロセ
ス構築をハンズオンで支援

＊プラットフォーム連携企業を増やすことに
より、貿易業界全体をデジタル化

業務プロセス構築・改善

連携API

貿易関連プラットフォームとノーコード
ツールとの連携ツールの利用により、
データの自動連携を実現

デロイトトーマツの貿易業務デジタル化支援

貿易業務デジタル化支援パッケージ
第一弾：サイバーポートとノーコードツールの連携

貿易業務のデジタル化のボトルネック
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 プラットフォームでは解決できない業務領域を各種システム・ノーコードツールで補う仕組みを構築
 プラットフォームと各種システム・ノーコードツールを繋ぐ仕組みの提供

デジタル化・効率化のための方向性として以下を支援します。
本支援によりプラットフォームへの連携企業を増やすことで、貿易業界全体のデジタル化実現を目指します。

貿易関連プラットフォームが、今後日本における貿易業務遂行のインフラ・基盤になっていくと予想されますが、
プラットフォームでは解決できない業務領域（範疇外の領域）があり、それらは現状プラットフォームの外でデジタル化することが求められます。
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第一弾：サイバーポートとノーコードツールを活用した貿易業務のデジタル化支援パッケージ
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第一弾として、サイバーポートとノーコードツールを活用した貿易業務のデジタル化支援パッケージの提供を開始します。
① 貿易業務プロセス構築支援（現状業務の整理、課題抽出、ノーコードツールとサイバーポートの業務の棲み分け整理など）
② サイバーポートでは解決できない業務領域のアプリ化支援
③ サイバーポートとノーコードツールとの連携ツールの実装
当サービスの利用により、コストを抑えかつ短い期間で、貿易業務のデジタル化・効率化が可能となります。

【2025年5月26日アップデート】
荷主向け貿易業務のデジタル化支援パッケージを正式にリリースしました。（通関業者へは既にサービス提供済み）。これにより以下の業務を一
気通貫でデジタル化可能です（以下図の黄緑部分）

• 輸出入取引・通関で必要となる書類の作成（Invoice、P/L、船積依頼書など）
• 通関業者など関係者への依頼（構造化データと添付ファイルの連携）
• 輸出入許可書の入手（輸出入許可書の帳票と、申告番号、許可日など構造化データの取得）
• 通関書類の電子保存・管理（電子取引データであれば、税関が求める電磁的記録の保存要件を満たし、別途紙保存不要 ※一部のノー

コードツールが対象）

ノーコードツール
サイバーポート

連携
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業務アプリ例（荷主）

第一弾のリリース内容

船積依頼書作成Invoice＆P/L作成

許可書データ管理通関書類保管
（関税法電子化要件対応）

業務アプリ例（通関業者）
各種通関用帳票作成各種指示書作成

通関書類保管請求書作成

サイバーポート上で関
係者連携、通関
業務の実施を想定

どのアプリを作成するかは、
業務プロセス構築時に検討

荷主向け貿易業務のデジタル化支援パッケージの無料モニター募集（2025年6月末まで）

2025年６月末まで期間限定で、荷主向け貿易業務のデジタル化支援パッケージの無料モニターを募集します。お申込者には、期間限定で業
務アプリ構築と、サイバーポート・ノーコードツール間の連携コネクタを無料で提供します（弊社の基準によりモニター企業を選定）。ご希望者は、お
問合わせURL（サービスに関するお問い合わせ - デロイト トーマツ グループ）よりご連絡ください。

http://www.deloitte.com/jp/gtb
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